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米国非営利病院の公益性に関する考察(1)
表1 所有類型別にみた病院数及び構成比の推移
病院数 1950年 1960年 1970年 1980年
l口込 言十 6，374 6，441 6，715 5，830 
民間非営利病院 3，250 3，579 3，600 3，322 
民間営利病院 1，470 982 858 730 
ナH・地方政府立病院 1，654 1，880 2，257 1，778 
構成比(%) 1950年 1960年 1970年 1980年
ぷ口込 言十 100.0 100.0 100.0 100.0 
民筒非営利病院 51.0 55.6 53.6 57.0 
民間営利病院 23.1 15.2 12.8 12.5 
州・地方政府立病院 25.9 29.2 33.6 30.5 
(J) 1950年から70年までの数値は、連邦政府立病院を除く全病院に関する数値である。











出所) Am目 icanHospital Association， Hosti担1Slatistics，各年版より作成。ただし1950年から70年までの数値は、 U
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内国歳入法69-545に反対する訴訟において原告敗訴。 (506F.2d 1278， 














































モンローにおける「貧困者の救済J (the relief of poverty)に求めていたからであ
る。そして1956年の通達56-185では、「病院は、その財務能力の範囲内におい
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表4 所有類型別の未償還医療費(1988年)
未払医療費
病院数 品全 額 1病院当り 総1;(入比
(10億ドル) (100万ドル) (%) 
非営利病院 3，440 8.4 2.4 4.8 
営手IJ病院 1，149 1.4 1.2 5.2 
什|・地方立病院 1，849 4.8 2.6 7.6 
1口込 計 6，438 14.6 100.0 
注) 調査地域はアイオワ、ミシガン、ニューヨー夕、カリフォルニ了、 7ロリダの5州である。





















































































① Reasonableness Standard 
慈善医療1)と公的医療扶助2)を合理的な水準で提供すること
② 100% of Tax-exempt Benefits Standard 
慈善医療1)と公的医療扶助2)をナト1.地方税免税額に等しい額だけ支出すること
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